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令和５年度 第１回大分県行財政改革推進委員会

次 第
日時：令和5年8月25日（金）14:00～16:00
場所：新館14階 大会議室

１ 開 会

３ 議題２ 「次期行革プラン策定に向けて検討すべき視点について」

５ 閉 会

（1）企業・市町村等との連携・協働の強化によるＤＸの加速化
（2）デジタル人材の活用・育成

２ 議題１ 「多様な主体との連携によるＤＸの推進について」

４ 報 告 「令和４年度包括外部監査結果について
（外郭団体の適切かつ効率的な運営と内部統制）」
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議題１ 「多様な主体との連携によるＤＸの推進について」

（1）企業・市町村等との連携・協働の強化によるＤＸの加速化
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①水道管の漏水調査におけるＡＩなどの活用
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⑴① 水道管の漏水調査におけるＡＩなどの活用

事業の背景

• 県内公営水道の漏水率は12.5%と全国平均（7.6%）を上回っており、漏水対策が必要

• 漏水管特定のための調査は、市町村の作業員が漏水音を聴音して探知するアナログ手法

• 管路全体(約9,000km)の調査には、多大な時間と労力がかかるため、漏水管が存置された
ままとなるケースも存在

• 漏水調査結果を紙媒体で保存する市町村が多く、過去の調査結果が保存年限経過で損失
することで、適切な管路更新等の妨げとなっている

＜音聴漏水調査＞

取組内容

衛星画像の活用による水道管漏水判定
県と市町村の連携事業として、衛星漏水判定技術の特許を有する事業者に
県内公営水道の漏水判定を委託し、衛星画像のＡＩ解析により
漏水調査が必要な管路の絞り込みを行う（令和５年度 実施）
※ 県域での実施は全国初

漏水調査結果のデジタル化
県から各市町村に漏水判定結果を入力した専用アプリを提供し、
各市町村が対象管路の漏水調査を行うとともに、アプリ上で漏水調
査記録の管理を行う（令和５年度～７年度 実施）

＜衛星による漏水判定イメージ＞
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成果（見込み）

• 漏水判定により、漏水調査が必要な管路が全体の20%（1,800km）以内となる見込み
これにより、市町村の漏水調査の効率化（時間短縮、労力削減）につながる

• 専用アプリで漏水調査結果を管理することで、管路あたりの漏水修繕箇所数等が容易に把握でき、
今後の管路更新の順位付け等、計画的な整備が可能となる

※ 宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）が行う「令和５年度 だいち観測データ事業化
実証プロジェクト」に参加。通常、事業者が有料で１回撮影して取得した衛星画像で
判定を行うが、プロジェクトへの参加により、無料で複数回撮影することが可能となる
埋設管路上の障害物（停車車両等）を避けるなど、漏水判定の精度向上が見込まれる

■：調査対象の水道管＜判定前＞ ■：漏水疑い管＜判定後＞ ■：漏水管＜調査後＞

・漏水判定による疑い管の絞込み ・疑い管の聴音調査、漏水管の早期特定

＜漏水判定、漏水調査イメージ＞

今後の取組

事業の効果検証を行うとともに、効果がある場合は、今後、県内18市町村が連携して漏水調査効率化事業を実施
できるよう働きかけ、「大分県水道広域化推進プラン」が示す市町村水道事業の広域連携を進めていく
（スケジュール）

R5.6月 契約 → 9～12月 画像判定 → 10月～判定結果を踏まえ、市町村にて順次調査・修繕 7

⑴① 水道管の漏水調査におけるＡＩなどの活用



②クラウドシステム導入による森林資源情報の一元管理
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⑴② クラウドシステム導入による森林資源情報の一元管理

【取組内容】 大分県森林クラウドシステムの導入（R3事業費：3千9百万円）・運用（R４～）
県と市町村との情報連携

・市町村管理の｢地番図（林地台帳）｣と県管理の
「森林簿（森林資源）」をシステム上で紐付け

・木材生産機能の維持増進を図る区域など市町村
が設定する森林のゾーニング情報を反映

林業経営体向け情報公開

・林道等の既設路網や土地の起伏が分かる地形情
報に加え、人工林や制限林等の場所の一元把握
による現地調査・計画作成の効率化

システム操作研修会等の開催

・基本操作やクラウドへの情報搭載に関する研修等

林地開発

保安林

広葉

杉

杉杉

杉

林道

背景

課題

ビジョン

• 森林経営管理制度が始まり、森林環境譲与税を財源とした市町村による取組が拡大

• 県と市町村間の情報連携、林業経営体へのデータ提供を効率的に行える環境の再構築

• 県、市町村、林業経営体が保有する「森林情報」の可視化・情報共有による森林整備の促進

• 林業経営体が作成する伐採計画など各種申請・届出のオンライン化による事務の軽減

①市町村情報(オレンジ線：地番、黒点線：木材生産ゾーン)に
②県の情報(林地開発、保安林、樹種)等を重ねて表示可能 9



成 果
• 森林クラウドシステム導入済み市町村 17市町 （姫島村を除く）

• 森林経営計画等の操作研修会 延べ124人が参加（令和４年度）

今後の
方向性

• 現在運用している森林情報を保有する各システムからクラウドシステムへの的確なデータ移行
• 令和７年度の本格運用に向けた高精度な森林資源情報の搭載・充実

4：比較（左：R3、右：H28）

1：既設道

3：分布図

2：地形情報

■ データ活用の事例

GNSS
測位を
活用した
森林内
における
現在地
の表示

⑴② クラウドシステム導入による森林資源情報の一元管理
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③港湾施設点検における新技術の活用

11



⑴③港湾施設点検における新技術の活用
【従来手法】

【将来案（ドローン活用）】

ドローン撮影

損傷図作成

港
湾
施
設
点
検
完
了AI画像解析

AI画像解析結果

現地調査 内業

現地調査（作業時間約4割削減） 内業（作業時間約3割削減）

海上点検 陸上点検 損傷状況スケッチ
PCとりまとめ

ひび割れ-c B=0.5mm,L=3.9m 写真002

ひび割れ-c B=0.5mm,L=3.9m 写真003

ひび割れ-c B=0.5mm,L=3.9m 写真004

ひび割れ-b B=10.0mm,L=26.1m 写真005

欠損-b S=0.5×0.3m 写真009

欠損-b S=0.2×0.4m 写真010

ひび割れ-c B=1.0mm,L=15.1m 写真011

002 003

004

005

006

15.1m
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【ドローン点検のメリット】
○ドローンを活用することにより、現地調査の作業時間が約4割削減され、コストが縮減できる
○AI画像解析結果から点検票への転記が簡略化できるため、内業時間が約3割削減され、コストが縮減できる
○船舶を用いた作業が無くなるため、安全性の向上につながる
○船舶の手配が不要となるため、災害時の被災調査等で迅速な対応が可能となる

【スケジュール】
Ｒ５：実証実験Ｒ４：実証実験 Ｒ６：運用開始

・ドローンによる撮影とAI画像解析を用い
て、防波堤の点検を実施
・従来点検と比較した結果、表面上のひ
び割れ幅を検出したケースがあったほか、
撮影高度により、ひび割れの検出率に変
化が生じる等の乖離が判明

・システムの構築
・マニュアルの作成
・職員への活用支援
（勉強会、研修等）
・ドローン点検運用開始

・R4に確認された乖離結果を克服するた
め、日照、撮影高度等、様々な条件で再
度撮影し、AI画像解析の精度を高める

表面上のひび割れ幅

実際のひび割れ幅 撮影高度
（高・低）

日照
（晴天・曇天）

海
防波堤（コンクリート）

ひび割れ幅の検出 R5実証実験

海

○大分県の管理する港湾施設数は1,942施設で九州で3番目に施設が多い
○防波堤等の海上施設点検には船舶が必要となるため、現場点検に時間を要し、費用も割高
○現場点検結果のとりまとめは計測結果やスケッチを内業にてデータ化するため、時間を要し、費用も割高・、

【背景と課題】

⑴③港湾施設点検における新技術の活用
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④子育てサービスの利便性向上のためのシステム活用
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• 24時間いつでも空き状況が
確認でき、深夜・早朝でも
予約が可能

• スマホで予約・ｷｬﾝｾﾙ・
問診票を作成

• 予約申込者リストが自動で作成され、
施設側の受入準備が円滑化される

⑴④ 子育てサービスの利便性向上のためのシステム活用

○病児保育支援システム「あずかるこちゃん」による利便性の向上
病児保育の推進に関する連携協定の締結

病児保育の利用促進やICT化及び広域化に向けた取り組みを行うため、令和3年4月にConnected Industries 株
式会社（現：株式会社グッドバトン）と連携協定を締結。

病児保育のICT化
令和3年10月 大分県版病児保育支援システムの導入
施設におけるシステム導入を推進（導入済 20施設/30施設中）

• 複数施設に電話で
空き状況を問い合わ
せ（電話がつながら
ない）

満
室

満
室

空
き

「電話」と「紙書類」が中心 スマホで見える化＆予約のシステム化
導入前

• 病院で事前登録や
問診票など必要書類
の記載

導入後
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病児保育のICT化に合わせ、市町村内・外の利用料金を統一化

・ 電話対応が減り、職員の負担軽減に
つながった

・ 翌日の希望人数や利用児の情報
を把握しやすくなった

空室確認
（Web）

予約申込
（Web）

予約確定
（Web）

当日朝ﾘﾏｲﾝﾄﾞ
（LINE・ﾒｰﾙ）

診察
（医師連絡票）

こどもの
体調不良 保育

キャンセル待ち

混み合っています

空いています

空き状況の見える化
利用者と施設の手間の省力化
利用者ニーズにあったサービスの提供

マップ上で確認
利用者の声

・ スマホでの登録、予約・ｷｬﾝｾﾙが簡単
・ 空き状況がいつでも簡単に確認できる
・ 預け先がすぐに決まって安心

施設の声

市町村との連携 広域化前 広域化後
市内 2,000円
市外 4,850円 一律 2,000円

例

効果

〔利用フロー〕

※広域利用数：【R3】 701人 ⇒ 【R4】 840人 ※２割増

⑴④ 子育てサービスの利便性向上のためのシステム活用
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⑤観光業におけるシステム整備の支援とオープンデータの活用
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⑴⑤ 観光業におけるシステム整備の支援とオープンデータの活用について

１ 観光業におけるシステム整備（観光統計プラットフォームの構築について）R5予算額：8,426千円

構築システム名 「大分県観光統計システム」

システム構築
前の状況と
課題

状況

・県の基幹統計である「観光統計調査」を業務委託にて実施
【調査手法】
（１）委託事業者から郵送・Eﾒｰﾙで各施設へ調査依頼
（２）各施設から委託事業者へFAX・Eﾒｰﾙで回答
（３）委託事業者がエクセルで集計
（４）県が集計結果を基に公表資料を作成

課題
•FAXによる紙媒体での回答数が多く、システム化が進んでいない。
•資料は県全体の数値しか公表していないため、調査回答事業者は自社の経年比較
表示やエリア比較ができない。

システム構築の方針

•郵送・FAX等による回答から、システムを活用した調査手法に変更し、委託事業者を
利用しない集計及び、作業時間の軽減を図る。

•回答した宿泊事業者等は県全体のみならず、自社やエリア別の宿泊客動向等をシステ
ムで確認することができる。

•さらに、システム利用事業者を増やすことで、統計データを活用した、県全体の宿泊
事業者の経営力向上や課題解決の底上げを図る。
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取組内容

提供観光統計システム

○顧客情報をシステム化する仕組みを構築 ○県や事業者が活用できる情報

提供

成果
• R5年５月時点でシステム利用宿泊施設数 ８２施設

※システム利用開始前の統計調査有効回答施設数110施設のうち約７５％がシステム化に移行済み
• 入力作業及び分析、並びにデータ分析が可能

大分県

• 収集データの統計
（月別・年）

• 事業者別分析
• エリア別分析

｢観光統計調査」の実施
・システムにより自動集計された
データをダウンロード

・集計データをもとに公表資料を作成

事業者

経営戦略への活用
・自社の過去の記録を推移グラフで確認
・自社とエリア（市町村別）との比較や、
隣接エリアの動向等を確認

収集データ
宿泊数／利用者数
発地別宿泊数 等

収集方法
データを入力したエクセルファイル等
をシステムへアップロード
または、システムへデータを直接入力

⑴⑤ 観光業におけるシステム整備の支援とオープンデータの活用について

事業者

収集
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２ オープンデータの活用について R5予算額：22,935千円

成
果

発
展

・ DMOを活用して、観光マーケティング機能を強化し、観
光客の興味関心度や消費動向調査等の分析を実施。
・分析結果は「観光マーケティング会議」等で市町村や地
域観光協会等の関係者と共有。

・データに基づいた受入体制強化と戦
略的な誘客対策。
・DMOのさらなる機能強化による県観
光産業全体の底上げ。

概要 • 観光統計調査等の分析による政策立案機能の強化や、着地型観光商品の造成・販売、各種データ
を活用したマーケティング機能の強化・推進

背景
課題

• アフターコロナにおいて、多様化する旅行者ニーズを捉えた受入環境の整備が必要。
• 観光地域づくり法人（DMO）等における旅行者の興味関心、購買データ等を用いたマーケティング

機能の強化
方針 • 観光客の受入体制強化、効率的な誘客対策並びにＤＭＯの機能強化

取組内容

• 住民満足度調査の実施
→住民への、観光客受け入れに対する意識調査。

• 旅行者の興味関心・行動調査の実施
→位置情報や検索履歴を活用し来客人数・来客方法・興味関心等を分析。

• 旅行者の消費動向分析の実施
→クレジットカードの利用履歴を活用し観光地域別の消費動向を分析。

• ターゲットに合わせた営業戦略による、着地型観光商品の造成・販売
→ 組織の営業機能の強化により観光商品販売増とリピーター客獲得を図る。

成
果

⑴⑤ 観光業におけるシステム整備の支援とオープンデータの活用について
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⑥アナログ規制の見直しの状況
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・2023年6月にデジタル規制改革推進の一括法が公布
・国の行程表に沿って順次政省令が改正されアナログ規制の見直しが進む予定

⑴⑥ アナログ規制の見直しの状況（国の状況）
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見直し
（デジタル化）

目視 188 88 100 目視 100 10 41 12 37

定期検査 73 45 28 定期検査 28 14 1 13

対面講習 179 162 17 対面講習 17 8 1 6 2

常駐・専任 174 172 2 常駐・専任 2 2

実地監査 25 14 11 実地監査 11 4 1 6

書面掲示 149 67 82 書面掲示 82 45 18 6 13

往訪閲覧 108 27 81 往訪閲覧 81 50 25 6

フロッピー等 66 66 フロッピー等 66 66

合計 962 575 387 合計 387 183 101 32 71

国規制 県規制
見直し不要

（アナログ

 維持）

現状で

デジタル可
継続検討県規制

国の法令等による規制（国規制） ： 575 件 → 国の法令改正等に従い対応

県条例等による規制（県規制） ： 387 件 → デジタル活用等による見直しを検討

＜洗い出し結果＞ ＜県規制 見直し分類＞

• 大分県は全国に先駆けて条例等のアナログ規制条項を全て洗い出し完了
（河野デジタル大臣会見で本県を全国ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰとして紹介（R5.3.28））

• アナログ規制点検対象 ： 962 件

⑴⑥ アナログ規制の見直しの状況（県のこれまでの状況）

【大分県の規制見直しの状況】
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・デジタル庁はテクノロジーマップの充実のため技術検証事業を実施
・１４種類の類型のうち、３つの類型について本県法令での実証事業を展開

⑴⑥ アナログ規制：国の技術実証の概要

★本県関連
★本県関連

★本県関連

24



⑴⑥ アナログ規制：国の技術実証の具体的内容

【技術検証の状況】

・デジタル庁のモデルケース創出事業に先行自治体として連携

類型 概要 実証の対象となる業務（法令） 技術分野

6.カメラ、ドローン、ロ
ボット、AI等を活用し
た自然物等の実地調
査の実証

屋外にある特定の地域に立ち
入って自然物等の調査を求める
規制について、ドローン、衛星画
像、AIによる画像解析等の技術
を活用した状況確認により代替
が可能であるかについて検証する。

・自然環境保全法第28条、第31条、第47条に係る実地調査＜環境
省＞
・自然公園法第33条、第62条、第76条及び、自然公園法施行規則
第13条の5に係る実地調査＜環境省＞
・南極地域の環境の保護に関する法律施行規則第15条に係る南極
環境構成要素の目視調査＜環境省＞
・大分県環境緑化条例第23条に係る実地調査＜大分県＞

カメラ
ドローン
衛星画像
センサー
AIによる画像解析技術 など

8.カメラ、リモート監査
システム等を活用した
施設・設備等の遠隔
検査モデルの実証

現地に立ち入って施設・設備、
帳簿類等の検査や関係者への
質問等をすることを求める規制に
ついて、オンライン会議システム等
の技術を活用した遠隔での監
査・検査により十分な代替が可
能であるかについて検証する。

・地域増進法第16条及び第17条に係る立入検査＜農林水産省＞
・火薬類取締法施行規則44条の7台2項及び第44条の9第2項に係
る現地調査＜経済産業省＞
・火薬類取締法施行細則第8条に係る実地調査＜大分県＞

オンライン会議システム
カメラ
OCR など

【公募中(8/25(金)】

5. IoT、センサー等を
活用した設備の作動
状況の定期点検の実
証

人が実施している施設・設備等
の作動状況の定期点検等につ
いて、IoTやセンサー、通信機器
等のデジタル技術を活用すること
により施設・設備等の動作異常
を検知することで、遠隔での定期
点検等が可能であるかについて
検証する。

一般高圧ガス保安規則第6条、第5 条、第6 条、液化石油ガス保安
規則第6条、第53条、第58条、コンビナート等保安規則第5条及び冷
凍保安規則第9条に係る設備の定期点検＜経済産業省＞
・電気事業法施行規則第96条及び電気関係報告規則第2条に係る
一般用電気工作物の定期調査＜経済産業省＞
・船員法施行規則第3条の8に係る旅客船の水密戸等の定期自主点
検＜国土交通省＞
・船員法施行規則第3条の9に係る点検＜国土交通省＞
・大分県企業局事業用電気工作物保安規程第11条及び第12条に
係る電気工作物の定期巡視＜大分県＞

カメラ
センサー
AIによる画像解析技術 など
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⑴⑥ アナログ規制に係る今後のスケジュール

令和5
年6月

7月 8月 9月 10月 11月 12月 令和6
年1月

2月 3月 4月～
5月

令和6
年6月

技術
実証

国規
制

県規
制

・令和5年度はアナログ規制の見直しに向けた技術実証を国と連携して実施
・国は一括法改正以後はアナログ規制工程表に基づき、順次政省令等を改正
・県の条例・規則についても国の改正を踏まえつつ、順次改正を進める

（8月時点で条例49件、規則55件改正予定）

実証事業①〈8月下旬～12/28〉
• 大分県環境緑化条例
• 火薬取締法施行細則

実証事業②〈9月下旬～2月下旬予定〉
• 大分県企業局事業用工作物保安規程

効果
検証

効果
検証

一括法公布
（R5.6)

政省令
改正予定③
（R6.6）

政省令
改正予定②
（R6.3）

政省令
改正予定①
（R5.9）

【R5年4定】
条例・規則
改正予定

【R6年1定】
条例・規則
改正予定

【R6年2定】
条例・規則
改正予定

以降も県の条例・規則等を
順次改正する見込み 26



本日の論点

（1）企業・市町村等との連携・協働の強化によるＤＸの加速化

✔ 紹介した事例についての改善や横展開などに向けた意見

✔ そのほかに、多様な主体と連携・協働して、ＤＸを進めるべき
分野はないか

✔ 多様な主体が県と連携したいと考えるためには、県は何をすべ
きか（メリットの創出、PR、プラットフォームなど）

27



（2）デジタル人材の活用・育成
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①ＤＸアドバイザーについて

29



社会の現状

社会のデジタル化の進展

社会的ニーズの多様化・高度化
前例のない取り組み・やり方
専門的知見の高度化・多様化

「ビジョン」を共有し、「価値」
を提供できる人材との共創が必要

外部人材の状況

テレワークの浸透
キャリア形成や地域貢献に対する意
識の高まり
信用度の高い官公庁の仕事は人気を
集めている

外部人材起用のチャンス

官民の垣根を越えて、目指したい「ビジョン」に共感する人材を集め、
共創により県民に「価値」を提供する

DX推進
全庁のDX関連事業の抱える課
題や進捗に対し、高度な専門
的知見から助言、支援を行う

デジタルマーケティング戦略
全庁のデジタルマーケティング推
進体制構築や、各所属の企画、実
施するデジタルマーケティング事
業への助言、支援を行う

クリエイティブ戦略
全庁のクリエイティブ・ブラン
ディング戦略構築や、各所属の企
画、実施する広報・PR事業への助
言、支援を行う

３つの分野の大分県DXアドバイザーを起用

⑵① DXアドバイザーについて
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大分県DXアドバイザー 一覧

DX推進アドバイザー

ヤマト運輸株式会社 デジタル戦略部エグゼクティブ
エキスパート 福重 貴浩

富士通ジャパン株式会社(元) 三河尻 浩泰

株式会社東芝 ICTソリューション事業部
新規事業開発部 エキスパート 吉野 圭悟

デジタルマーケティング戦略アドバイザー

株式会社キネッソジャパン DX Solution Unit
ユニットディレクター 小林 圭介

クリエイティブ戦略アドバイザー

株式会社ワーナーミュージック・
ジャパン

Head of CEO Office
Head of Creative Division 五十嵐 理

プレパラート 個人事業主 山尾 信一

⑵① DXアドバイザーについて
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クリエイティブ戦略アドバイザー（五十嵐AD・山尾AD） 計16件

ＤＸ推進アドバイザー（福重ＡＤ、三河尻ＡＤ、吉野ＡＤ） 計33件

デジタルマーケティング戦略アドバイザー（小林AD) 計44件

○500社企業訪問の調査・分析手法についての相談
○データ連携基盤構築に向けた相談
○各種DX研修 等

○防災啓発事業についての相談
○職員採用WEBサイトについての相談
○Ｒ5年度移住SNS情報発信事業についての相談 等

○学生等の県内就職応援（オオイタカテテ！）について
○気候変動の影響と適応策の周知に向けた相談
○Instagramのフォロワー数増に向けた相談 等

累計案件：93件 相談所属：46所属 ※R5.6.30現在

⑵① DXアドバイザーについて
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500社企業訪問の調査・分析手法についての相談 ＤＸ推進課

企業訪問データの自動分析
相談内容

DX推進アドバイザー

Before

After

500社
システム

手作業

500社
システム

データ
連携

連携用エクセルシートへ貼付

所要時間

グラフが
自動で生成

300分

５分

※10ファイル×30分/1ファイル

⑵① DXアドバイザーについて
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③オオイタドリップの活用

②効果的なSNS広告チャネルの設定

①TVCM放送計画の最適化

計8,282,400円

計5,654,880円
（2,627,520円down↓）

防災啓発事業についての相談 防災対策企画課

若年層によりリーチしやすいLINEや
Instagramを新たに追加、防災アプ
リのダウンロードサイトに直接遷移
可能

総合情報WEBサイト「オオイタドリッ
プ」に、インフィード広告を掲載

防災啓発動画・アプリの広告計画を相談
相談内容

デジタルマーケティング戦略AD

⑵① DXアドバイザーについて
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⑵① DXアドバイザーについて

学生等の県内就職応援（オオイタカテテ！）について 雇用労働政策課

若年者就職支援情報のPR改善を相談
相談内容

クリエイティブ戦略AD

①インスタ表示内容の改善

フォロワー数 約300→900

②動画をYouTubeから
インスタリール動画へ

再生回数 約100→1000～2000

Webマガジン月平均PV数 R3：約30,000→R4：38,000（25%増）35



R4年度6月～
相談、研修等を中心に活動

Ｒ5年度9月～
更なる施策への反映、ＤＸの加速

部局 部局

AD AD AD

DX推進
リーダー

DX推進
リーダー

DX推進
リーダー

DX推進
リーダー

各部局にDX推進リーダー（※）を配置すること
により、施策への反映（共創）をさらに促進

※相談案件のうち、施策（予算・
仕組み）へ反映したもの

51件/78件

種類別実績集計

※所属のDX推進を担うリーダー的ポジションの職員を配置予定

区分 件数

相 談 78件

研修講師 12件

調査分析 2件

そ の 他 1件

計 93件

施策反映

DX推進課が支援

⑵① DXアドバイザーについて
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②自治体のＤＸ人材の確保・育成
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１．背景・課題

３．取組内容

２．取組の方針

＜県＞ＤＸ推進リーダーの育成・定着、意欲向上
ＤＸ推進リーダーを全所属に配置し、庁内ＤＸを推進
①人材育成（スキル取得への支援）

スキル直結型の実践的オンライン研修の実施
Ｒ５:150人（R５～７で計450人育成）
※市町村にも受講をあっせん

②実践支援（施策立案や実行への支援）
DX推進リーダーのコミュニティ(情報交換の場)の創設
業務効率化の好事例の横展開、勉強会の開催
ＤＸ推進リーダーを対象とした相談窓口の設置
③制度周知・定着とDX推進ﾘｰﾀﾞｰのﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝ向上

インセンティブの付与（研修単位認定）
ＤＸ推進本部会議で部局別の好事例の公表

コロナ禍を踏まえ、行政サービスや準公共分野（健康・医療・介護、防災、インフラ等）のデジタル化が喫緊の課題
デジタル化の取組を進め、又は支援していくためには、自治体にデジタルに精通した人材の確保・育成が必要

⑵② 自治体のDX人材の確保・育成

県及び市町村におけるデジタル化の取組の中核を担う職員の育成（ＤＸ推進リーダー）の育成
小規模団体を中心に、不足する市町村のデジタル人材（専門知識・経験を有する）を補うため、外部人材を活用

＜市町村＞外部人材の活用促進
デジタル人材の不足する小規模団体等を県が支援
①市町村の外部人材の確保への支援

民間事業者等からの市町村へのデジタル人材派遣に
ついて、県が調達を行い、かつ、補助金で支援
②基幹業務システムの標準化への支援

県がデジタル人材を確保し、市町村の標準化・セキュリ
ティクラウドへの移行について助言・調整
③行政手続の電子化への支援

県民に身近な市町村の行政手続の電子化を推進す
るため、県が電子申請システムのフォームを調達

※国の地方財政対策（特別交付税措置７割）を活用
38



本日の論点

（2）デジタル人材の活用・育成

✔ 外部人材の知見をどのように蓄積し、共有していくか

✔ 限られた職員人材をいかに育て、有効に機能させていくか

✔ 市町村の人材確保・育成に対し、県としてどのように協力して
いくか
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40

外部監査業者によるセキュリティ監査の実施について

１ 導入の経緯
昨年度の第２回行財政改革推進委員会において、委員から情報セキュリティ対策が不十分との指摘を受けたところ。
【主な意見】

ホームページで未だにSSL化（通信の暗号化：http→https）されていないものがある →全て対応済
コストはかかるが、情報セキュリティに関する外部監査も入れるべき

２ 外部監査の導入(9月以降に対象機関に通知)
① セキュリティ診断の概要

システムに対し、攻撃者の視点から疑似攻撃を試行することで、潜在的な脆弱性を発見し、安全性を調査
調査報告をもとにセキュリティホールを塞ぐことにより、侵入、改ざん、情報漏えいなどのセキュリティ事故による被害を
未然に防ぐことが可能

② セキュリティ診断の対象
指定管理施設のWebサーバ及び各所属が独自構築しているWebサーバ(県内部のWebサーバは既に実施済)
◎Ｒ5は、指定管理施設のwebサーバ22箇所、県が外部に独自構築しているwebサーバ16箇所を予定
◎今後は毎年度実施予定（実施箇所については、数年で一巡するような計画を検討中）

③ セキュリティ診断の実施イメージ
リモート診断（脆弱性診断）

インターネット上の攻撃者と同様に、インターネットを経由して実施。
診断の実施項目

・アクセス制御やアカウント設定の不備
・不正利用される恐れのあるサーバの設定不備
・OSやミドルウェアに存在する既知の脆弱性
・診断結果報告会の開催、対策の助言

参考資料



議題２ 「次期行革プラン策定に向けて検討すべき視点について」
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２. 次期行革プラン策定に向けて検討すべき視点について

人口構造の変化、今後の推計（国）

【出典】社人研「日本の将来推計人口令和５年推計」

（単位：万人）

1,851 1,595 1,363 1,142

8,638
7,728 7,310

6,213

1,303
1,755

1,498
1,701

901 1,632
2,155

2,227

2000年
（実績）

2015年
（実績）

2025年
（推計）

2040年
（推計）

75歳～

65～74歳

15～64歳

0～14歳

団塊世代が
全て65歳以上に

団塊世代が
全て75歳以上に

団塊ジュニアが
全て65歳以上に

0.89倍

0.95倍

0.85倍

生産年齢人口の急減

現
役
世
代
の
減
が
加
速
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２. 次期行革プラン策定に向けて検討すべき視点について

社会保障給付費の推移、見通し（国） 【出典】厚生労働省、財務省公表資料

43

2040年推計（団塊ジュニアが全て65歳以上）
○給付費総額 190兆円
（対2023：1.41倍の伸び）
○1人当たり給付費 171.3万円



社会保障関係費の推移（大分県）

※ 大分県の当初予算ベース。市町村予算は含まない。当初予算額 うち一般財源

（億円）

（年）

２. 次期行革プラン策定に向けて検討すべき視点について

279.8 

548.7 

791.1 

414.9 

611.2 

915.6 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

児童扶養手当の
市移管に伴う減
(33億→8億) 等

国を上回る伸び
（対2010年比）

2000 2010 2023

国 784,000 1,054,000 1,343,000

（伸び率） 1.34 1.27
大分県［総額］ 414.9 611.2 915.6

（伸び率） 1.47 1.50
大分県［一般財源］ 279.8 548.7 791.1

（伸び率） 1.96 1.44
（単位：億円)
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2040年 大分県の社会保障関係費総額（推計）
⇒ 約1,３８７億円
（国の社会保障公費負担割合の伸び率（対2018年度比 1.71倍）
により試算）

出典：2040年を見据えた社会保障の将来見通し
（H30.5月 内閣官房・内閣府・財務省・厚労省）

811.1
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２. 次期行革プラン策定に向けて検討すべき視点について

計 91,561百万円

2,698

1,755

1,633

7,053
10,212

12,800
24,971

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000

その他扶助費

生活保護

難病等特定疾患対策

子ども・子育て関係

障害福祉関係

介護保険給付費県負担金等

国民健康保険・後期高齢者医療等

1,445 
4,826 

1,401 
2,569 

13,971 
16,059 

18,516 
32,774 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000

新型コロナ関係医療費

その他扶助費

生活保護

難病等特定疾患対策

子ども・子育て関係

障害福祉関係

介護保険給付費県負担金等

国民健康保険・後期高齢者医療等

（百万円）

（百万円）

2023 7月補正予算

社会保障関係費の内訳（大分県）

計 61,122百万円2010 当初予算

1.98倍

1.45倍

1.31倍

・全体の過半数を占める「医療」・「介護」への対応
・将来の支え手確保のための「子ども・子育て支援」の充実

医療・介護で56％
計51,290百万円
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２. 次期行革プラン策定に向けて検討すべき視点について

高齢化の推移と社会保障給付費（国）

597 717 900 1,160 1,407 1,613 1,860 2,155 2,261 2,238 2,227 2,277 2,433892 1,109 1,301
1,407 1,517

1,734 1,743 1,498 1,435 1,535 1,701 1,668 1,455

8,590
8,716

8,622 8,409 8,103 7,629 7,509 7,310 7,076 6,722 6,213 5,832 5,540

2,249
2,001 1,847 1,752 1,680 1,589 1,503 1,363 1,240

1,169
1,142

1,102
1,040

47.4 

65.0 

78.4 
88.9 

105.4 

116.8 

132.2 
140.6 

154.0 

170.4 

190.0 

12.1 14.6 17.4 20.2 23.0 26.6 28.6 29.6 30.8 32.3 34.8 36.3 37.1 

0.0
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40.0
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200.0

0
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14000

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

75歳以上 65～74歳 15～64歳 0～14歳 社会保障給付費 高齢化率

（兆円）

高齢者人口は減少するものの
後期高齢者人口は増加し続けるため、
当面、社会保障給付費も増加する見込み

後期高齢者人口は引き続き上昇傾向

（万人）

46
【出典】社人研「日本の将来推計人口令和５年推計」、厚生労働省、財務省公表資料

高齢者人口（65歳以上）が
ピークを迎える



２. 次期行革プラン策定に向けて検討すべき視点について
県が管理するインフラの老朽化状況

県有建築物の老朽化状況

施設総量
うち、1969年までに建設

（2019年に50年経過）したもの
うち、1990年までに建設

（2040年に50年経過）したもの

橋梁 2,545橋 953橋（37.4％） 1,814橋（71.3％）

トンネル 259本 68本（26.2％） 162本（62.6％）

港湾施設 1,688施設 332施設（19.7％） 1,185施設（70.2％）

（耐用年数）
木造事務所 24年
鉄骨事務所 38年
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ事務所 50年
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２. 次期行革プラン策定に向けて検討すべき視点について

0
35

409 400 390
356

324 330 330 330
358

455 433 417
368 361 351

299 320 332

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450
500

2008 2011 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

財政調整用基金残高の推移〔各年度末〕
目標額 実績額

区分
行財政

改革プラン
（H16～20）

中期行財政
運営ビジョン
(H21～23）

行財政
高度化指針
(H24～27)

行財政改革アクションプラン
(H27～R1)

行財政改革推進計画
（R2～6）

年度
2008

（H20）
2011

（H23）
2015

（H27）
2015

（H27）
2016

（H28）
2017

（H29）
2018

（H30）
2019

（R1）
2020

（Ｒ2）
2021

（Ｒ3）
2022

（Ｒ4）

目標額
①

0 35 323
369～
409

320～
400

270～
390

196～
356

124～
324

330
（R6年度末まで）

実績
②

358 455 433 433 417 368 361 351 299 320 332

差引
②-①

358 420 110 24 17 ▲ 22 5 27 ▲31 ▲10 248

（億円）



２. 次期行革プラン策定に向けて検討すべき視点について

9,973 10,237 10,380 10,418 10,617 10,574 10,492 10,402 10,351 10,331 10,326 10,421 10,784 10,859 10,773

8,260 8,154 7,837 7,572 7,492 7,150 6,832 6,566 6,425 6,360 6,319 6,294 6,253 6,188 6,134

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

県債残高（一般会計）の推移〔各年度末〕
県債残高 臨財債等除き

区分
行財政
改革プラン
（H16～20）

中期行財政
運営ビジョン

(H21～23）

行財政
高度化指針

(H24～27)

行財政改革アクションプラン
(H27～R1)

行財政改革推進計画
（R2～6）

年度
2008
（H20）

2011
（H23）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

2018
（H30）

2019
（R1）

2020
（R2）

2021
（R3）

2022
（R4）

目標額① 10,033 10,651 10,620 10,414 10,381 10,351 10,305 - - -

うち臨財債等除き② - - 6,842 6,454 6,333 6,238 6,155 6,500
（R6年度末まで）

実績③ 9,973 10,418 10,402 10,351 10,331 10,326 10,421 10,784 10,859 10,773

うち臨財債等除き④ 8,260 7,572 6,566 6,425 6,360 6,319 6,294 6,253 6,188 6,134

差引(③-①) ▲60 ▲ 233 ▲ 218 ▲ 63 ▲ 50 ▲ 25 116 - - -

差引(④-②) - - ▲ 276 ▲ 29 27 81 139 ▲ 247 ▲ 312 ▲ 366
49
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２. 次期行革プラン策定に向けて検討すべき視点について

①少子高齢化・人口減少の急速な進行
◆2040年には本県の人口は約95万人、生産年齢人口は約48万人にまで減少し、官民双方で担い手不足が発生
⇒ 人材確保と人材育成、デジタル技術の活用等による業務効率化の推進

⑥ＳＤＧｓ・ＧＸ（ｸﾞﾘｰﾝﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の推進
◆急激な気候変動問題への対応、地球温暖化対策や脱炭素化の取組要請
⇒ 環境に配慮した取組の推進（施設・ｲﾝﾌﾗの有効活用や集約化・脱炭素化、省ｴﾈﾙｷﾞｰ化、ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ等の業務改善）

②社会保障関係費の増加や物価高騰・賃金の上昇
◆社会保障関係費は年々増加 ⇒ 社会保障給付の伸びの抑制や支え手の確保
◆物価高騰や賃金の上昇 ⇒ 社会情勢に合わせた適正な財政支出

④デジタル社会の進展と加速する先端技術の活用、ＤＸの推進
◆社会全体でＤＸの取組が加速 ⇒ デジタル技術などを活用し、県民の利便性向上や業務効率化を一層推進

テレワークや在宅勤務などを利用した多様な働き方の拡大

⑤共生・共創する社会の実現
◆多様化・複雑化する住民ニーズへの対応と人材不足 ⇒ 産学官や市町村・地域住民など多様な主体との連携、複数市町村による

広域連携を強化
◆年齢や性別、国籍等に関わらず、誰もが活躍できる社会の実現 ⇒ 多様な人材の活躍推進、ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽの推進

【社会の変化と今後の課題】

③社会資本や公共施設の老朽化
◆老朽化の進行や維持管理費用の増加、人口構造の変化に伴う利用需要等の変化
⇒ 総量縮小、長寿命化や管理体制の一元化など、中長期的な視点による戦略的なマネジメントの推進
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２. 次期行革プラン策定に向けて検討すべき視点について

R5 R6
7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

Ｒ６年度中の
策定を目指す

〇現行の「行財政改革推進計画」の計画期間はＲ６年度まで
〇新長期総合計画の下支えとなる、新たな行財政改革計画を策定

行財政改革
推進委員会

県議会

行財政改革本部会議
（部長会議）

執行部

報告
上程

意見
議決

検討体制

スケジュール（見込み）

◆第2回定例会
（体制・スケジュール）

◆第４回定例会
（視点・方向性）

◆第１回定例会
報告議案

（概要・骨子）

◆初常任委員会
（素々案）

◆第２回定例会
（素案）

◆第３回定例会
（計画案上程）

◆パブコメ

【概要・骨子】
◆2/20
第2回行革委員会

【たたき台】
◆4月

第1回行革委員会

【素案】
◆5月
第2回行革委員会

【スケジュール・方向性】
◆8/25
第1回行革委員会
（本日）

新たな行財政改革計画の策定

・少子高齢化・人口減少の急速な進行

・社会保障関係費の増加や物価高騰・
賃金の上昇

・社会資本や公共施設の老朽化

・デジタル社会の進展と加速する先端
技術の活用、ＤＸの推進

・共生・共創する社会の実現

・ＳＤＧｓ・ＧＸ（ｸﾞﾘｰﾝﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）
の推進

など

背景（今後の課題等）大分県のあるべき姿
「安心元気」「未来創造」

安定した
行財政基盤

ઃ
਋
ষ
୓
উ
ছ
থ
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報 告 「令和４年度包括外部監査結果について
（外郭団体の適切かつ効率的な運営と内部統制）」
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3 監査テーマと監査対象

4 監査の着眼点

(1)地方公共団体の監査機能の専門性を強化するため、地方自治法に基づき、公認会計士等の外部の専門家と契約
を締結して行う監査

(2)監査対象となる県の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理のうち、「地域住民の福祉の増進と地方
公共団体の効率性」及び「地方公共団体の組織・運営の合理化と規模の適正化」を達成するために必要と認められ
る特定のテーマを選定し、年１回以上実施

＜監査テーマ＞
「外郭団体の適切かつ効率的な運営と内部統制について」

＜監査対象：９部局が所管する全43団体＞
①総務部 ②企画振興部 ③福祉保健部 ④生活環境部 ⑤商工観光労働部 ⑥農林水産部
⑦土木建築部 ⑧教育庁 ⑨警察本部

●団体の経営改善
経営状況の的確な把握・分析 等

●団体の合規性
チェックリストの有効活用等による、効果的な内部統制の実施状況 等

●財務事務の合規制
前回監査（H22）後の残された課題や新たに発生した課題の整理 等

1 包括外部監査とは

２ 包 括 外 部 監 査 人

公認会計士 吉富 健太郎 氏 ほか 補助者5名

令和４年度包括外部監査の結果について報 告
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令和４年度包括外部監査の結果について

5 全体に共通する指摘事項

〇特定の職員のみで業務が完結する状況を防ぐために、職員が定期的に部署を異動するジョブローテー
ションの実施が望ましい。また、ジョブローテーションが難しい場合には、少なくとも担当者が行った
業務について、必ず複数人の目でダブルチェックが行われる必要がある。

〇会計ソフトへの入力については、ID・パスワードを担当者ごとに設定したり、出納担当者と入力担当者
を別々に設定することが重要である。

〇平成２２年度においても同テーマで監査を実施している。当時、各団体は指摘に対し適切な措置を講じ
たことになっていたが、今回の監査においても、前回と同様の指摘を受けた団体が見受けられた。監査
に対する措置が一時的なものとならないよう、県による継続的な指導監督・モニタリングが望まれる。

６ 個別の指摘事項（例）

結果：１９１件（不備事項：８件、改善事項：５６件、勧奨事項１２７件）

〇今回の使途不明金事案については、平成22年度の包括外部監査で指摘された現金・預金の照合作業の
ダブルチェックといった内部統制上の対応が徹底されていれば防げていた可能性がある。監査に対する
措置が一時的なものとならないよう、継続的な指導監督・モニタリングが望まれる。
【（公社）ツーリズムおおいた】

〇台帳に登録されている固定資産について、現物が見当たらないものがあった。毎年調査し、台帳と照合
した上で、現物が無ければ台帳から除却すべきである。平成22年度の外部監査においても、類似の監
査意見が出ている。【（公社）大分県漁業公社 ほか】
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（１）内部統制のあり方の見直し（不祥事防止チェックリストの有効活用等）
・内部統制を実効的なものとするためには、担当者自身による日常的なチェックのほか、
業務に直接携わっていない上司や別の担当者に加えて、社外の人間によるチェック・評価
が有効

・今年度から導入された不祥事防止チェックリストについては、機械的にチェックリストの
項目を潰していくのではなく、相互チェックがなされているか、上長の承認を得ているか、
重要な業務について複数人で役割が分離されているか等、実質的な内部統制が効いている
かどうかを確認しながらチェックすることが重要

・チェックリストは不祥事防止のための有効なツールであるため、形骸化しないよう、監査
結果を踏まえて内容を更新する、団体内部の規程に組み込む、定期的に研修を実施し重要
性を認識してもらう等の取組が必要

（２）モニタリング対象団体の見直し
・団体の運営に対する県の関わり方には濃淡があり、モニタリングを強化すべき団体と、一

定の条件下で緩和を検討すべき団体が混在しているように見受けられる。単に出資割合や
人的・財政的関与の状況が指針の要件を満たすため、モニタリングを実施するというので
はなく、日頃の県による運営への関与度合い等を加味した上で、モニタリングの対象団体
を再検討すべき

７ まとめ

令和４年度包括外部監査の結果について報 告
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